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と専門医の連携を深める意味でも、「かかりつけ医認知症対応力向上研修」とも

連携しながら、認知症疾患医療センターが研修を行う。 

（地域包括支援センター等介護事業者に対する研修） 

・ 認知症の方が地域で暮らしていくためには、様々なサービスが切れ目なく、提

供される必要があり、介護事業者にもＢＰＳＤへの適切な対応など、医療機関と

の連携や対応力の向上を図ることが重要である。 

このため、認知症疾患医療センターが、地域包括支援センター、介護サービス

事業者、介護支援専門員、かかりつけの医師、認知症サポート医などと相互に情

報共有できるよう介護事業者を対象にした研修を行う。 

（地域住民に対する研修） 
・ 認知症の人が住み慣れた自宅や地域で安心して生活を続けられるようにするに

は、地域住民が、認知症を正しく理解することによって、認知症を疑う症状に気

づき早期からの相談や受診につながることが期待でき、また、認知症の人と認知

症の人を介護する家族を支援する役割を果たすことができる。 

このため、認知症の症状、認知症の方への対応のしかた、認知症の方が辿るプ

ロセス、認知症に対応できる医療機関、受けられる介護サービス等、地域で認知

症の方と共に生きていくために地域住民が持っているべき知識についての研修を

行う。 

 

② 連絡協議会での取り組み 
趣 旨 
認知症の方をできる限り地域で支えていくためには、家族や介護者等が２４時間

３６５日安心感を持って認知症の方を支えていくことができる体制を整えることが

重要である。 

このため、認知症疾患医療センター、地域包括支援センター、介護サービス事業

所、介護支援専門員（ケアマネジャー）、かかりつけの医師、認知症サポート医や精

神科医療機関等がお互いの存在や活動内容、立場（限界、可能性）を相互に認識し、

情報共有を図り、それぞれの機能が発揮できる体制を構築するための協議の場とし

て定期的に開催する。 

例として 

（「事例検討」を通じた連携） 

・ 連携協議会の方法としては、「事例検討」の手法が考えられる。医学的な診断

以外に、生活歴や生き方、家族構成等を含めて支援策を検討することで、認知症

疾患医療センターのスタッフのみではなく、かかりつけ医、地域包括支援セン

ターの職員、ケアマネジャー、社会福祉士などの専門職のほか、自治体の担当者

を含め様々な視点から意見を出し合い「顔の見える関係」が構築され、実際の場

面での連携に繋がっていくことが期待される。 
（認知症疾患への円滑な医療の提供） 

・ 上記の事例検討のような取組を通じ、継続的な診療の充実を図るとともに、訪

問診療や訪問看護の充実、多職種チームによるアウトリーチ（訪問支援）の推進

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%BB%8B%E8%AD%B7%E6%94%AF%E6%8F%B4%E5%B0%82%E9%96%80%E5%93%A1�
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%A4%BE%E4%BC%9A%E7%A6%8F%E7%A5%89%E5%A3%AB�


等により、地域包括ケアシステムの中で、医療面でどのような支援が必要かを協

議する。 

（退院支援・地域連携クリティカルパス） 

・ こうした取組を行う中で、精神科医療機関と地域包括支援センター、介護支援

専門員、介護事業者、介護に関する地域の相談機関等が協力して活用できるような、

入院時から退院に向けた治療や支援に関する情報を円滑に共有するための認知症

の「退院支援・地域連携クリティカルパス」の作成に向けた協議を行う。 

 

（３）運営状況に関するアンケート調査について 

認知症疾患医療センター運営事業は、開始から５年目を迎え、既に当初の目標（150

か所）を達成した。今後、さらなる量の確保が必要であるとともに、質の確保も重要

になる。このため、それぞれのセンターで実施されている取組について把握したいと

考えている。今後、毎年、運営状況に関する調査を実施することとしたので、ご協力

をお願いする。調査結果は、とりまとまり次第センター毎に公表する予定である。 

   なお、調査は、業務の実態、研修会等の実施状況や地域での連携体制を中心に、本

年５月を目途に行う予定である。 

 

  [調査の内容（例）] 

○業務の実態について 

・他医療機関から認知症疾患医療センターへの紹介状況 

・認知症疾患医療センターから他医療機関への逆紹介状況 

・認知症疾患医療センター受診患者の身体合併症の状況 

・認知症疾患医療センターにおける入院状況 

・認知症疾患医療センターにおける往診状況 

・認知症疾患医療センターにおける退院支援・地域連携クリティカルパスの使用状況 

 

○研修会、地域の医療機関等との連携状況について 

・認知症疾患医療センター職員を対象とした研修会の実施状況 

・認知症疾患医療センター主催の研修会の開催状況 

・認知症疾患医療センター主催の事例検討会の開催状況 

・認知症疾患医療センターと地域の医療機関等の連携状況 

・他の認知症疾患医療センターとの連携状況          

等 

 

※調査内容は現時点での例であり、今後変更があり得る。 




